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るものは、課税所得の計算上益金及び損金を構成しない。資本等取引とは、「法人の資本等の金額の
増加又は減少を生ずる取引及び法人が行 う利益又は剰余金の分配（商法第293 条 ノ5 第1 項（中 間
配当）に 規定する金銭の分配を含 江 ）をい う。」（法人税法第22条第5項）とされる。
資 本等 の金額とは、［資本の金額又は出資金額と資本積立金との合計額をい う。］（法人税法第2条第1










を含むものの、資本積立金とは 「資 本主の拠出資本のうち法定資本以外の部分をい う。(7）」と定義す
ることができる。 づ
法人 税法 が資本等を株主の拠出資本に限定しているのは、法人個人一体説に因って いるからであ






範囲内で当 該資産の帳簿価額を 損金経理に より減額したときはそ の減額した金額を損金に算入する
とい うもので、実質的には課税の繰延べである。
圧縮記帳については、国庫補助金等で取得した固定資産等の圧縮額の損金算入（法人税法則2 条）、




資本剰 余金課税 の問題点 25




























ア メリカのGAAP （GenerallyAcceptedAccountingPrinciples ） では、 資本 の部は資本金
（Capitalstock) 、資本剰余金（Paid-incapital ）、留保利益(Retainedearnings) の三つに分かれ、
資本剰余金の源泉として通常次のものがあげられる几
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① 株式払込剰余金（excessofparorstatedpaidforcapitalstock ）
② 自己株式売却益（saleoftreasurystock ）
③ 新株引受権付証券 の発行（theissuanceofdetachablestockpurchase ヽwarrants）
④ 受贈資産（donatedassets ） ・
⑤ 会社 の整 理又は 準 更正 に よる資 本修正（capitalcreatedbyacorporatereadjustmentorquas
トreorganization)
以 前は資本 剰余金 としてCapitalSurplus の用 語 が使 わ れて い た が 、 現 在 は むし ろPaid-inCapital
とい う用語に統一されている。というのは、CapitalSurplus が法定資本の概念から逸脱し独
自の拡大概念につながるところから、資本剰余の本質を払込資本に限定し、Paid-inCapital 概念に
含 まれ る も の だけ に 限 っ て資 本 剰 余金 と 認識 し よ う とす るPaid 一inCapital(ContributedCapital












































































の増 加を さ せるこ とな く、資本 増加を予 定した資 本剰 余金勘定 、す なわちcapitalsurpluscontributed

















立当初に発行済みであ り、その対価の額$300 バ）00は払込済みである。その後、C 社におし て増資新
株が発行され、本件貸付金の額$700,000 がその増資新株の払込みに充てられた事実はない。C
社は、A 社からの借入金$700,000 のすべてを次の処理に より資本剰余金に繰 入れている が、
この資本剰余金への繰入れは、増資払込 み以外の事由、すなわち、アメリカ歳入法第118 条に規定す
る「法人の資本に対 する拠出」に よるものであり、この場合、C 社が受領したA 社からの拠出金は










のが相当であって、本件貸付金の額の円換算額 ＼180,491,500 はコーポに対す る寄 付金の額に



































基本通達9 －1 －9（2）による「当該事業年度終了の日における当該有価証券の発行法人の1 株又
は1 口当たりの純資産価額が当該有価証券を取得した時の当該発行法人の1 株又は1 口当たりの純
資産額に比しておおむね50％以上下回ることとなったこと」に該当するか否かによる。なお、同通
達9 －1 －7 及び9 －1 －10によれば、「かつ、近い将来その価額の回復が見込まれないことをい
うもの」としている。
これを本件について適用すれば、取得時のC 社の1 株当たり純資産額は$33.33 であり、それが1981
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合、当該拠出額は本質的に個々の株主に より所有 されている株式の割付け であり払い込まれた




























事実の発生した年度におけ る貸倒れとして損金算入される（法人税基本通達9－6－1 ）。 債務者 の資産
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